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 標記については、令和５年８月 17 日こ成事第 370 号こども家庭庁長官通知

の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」（以下「交付要綱」とい

う。）により行うこととされているが、標記の取扱いに当たっては別紙によるこ

ととし、令和５年４月１日から適用することとしたので通知する。 
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児童相談所一時保護施設の個別対応加算について 

 

 

 

１．趣旨 

  児童相談所一時保護施設に入所する子どもについては年齢が様々であり、

保護する背景も虐待・非行など様々であることから、一人ひとりの状況に応

じた適切な支援を確保するための環境整備を行う必要がある。 

  このため、都道府県・指定都市・児童相談所設置市が施設整備を行う場合

及び中核市や特別区が新たに児童相談所を設置する場合に次世代育成支援施

設整備交付金の交付額の加算を行う。 

 

２．対象施設 

  都道府県・指定都市・児童相談所設置市が整備する児童相談所一時保護施設

及び中核市・特別区が新設する児童相談所一時保護施設 

 

３．対象事業 

  次に掲げるいずれかの要件を満たす整備を行う場合には個別対応加算Ⅰ、

２つの要件を満たす整備を行う場合には個別対応加算Ⅱ、３つ以上の要件を

満たす整備を行う場合には個別対応加算Ⅲの加算を行う。 

  ①個別処遇が必要な児童数の見込みに応じた個室を整備した場合。 

  ②ユニット化による小規模な生活空間を整備した場合。 

  ③子どもの入所事由等による生活空間を構造上分離した場合。（出入り口を

含め、相互に出入りできないような構造上の分離） 

  ④摂食障害やＬＧＢＴなど、個別に配慮が必要な子どもに対応できるスペ

ース（食事スペース・浴室等）を整備した場合。 

  ⑤その他、年齢や入所事由等に応じた個別の対応が可能となる環境を整備

した場合。 

 

４．交付基礎点数 

  交付要綱別表２に定めるところによる。 

 

（別紙） 


